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２ ０２４年版 中小企業自書・小規模企業自書の概要
２０２４年版中小企業白書・小規模企業白書では、第１部で能登半島地震の状況や、新型コロナウイルス感染症の影響と対応、
中小企業の現状と直面する課題、今後の展望について、分析を行った。第２部では、環境変化に対応して成長する中小企業や
売上ｔｆの確保などの経営課題に立ち向かう小規模事業者、そしてこれらの中小企業・小規模事業者を支える支援機関について、
分析を行った。

（中小企業・小規模事業者の動向）
１． 令和６年能登半島地震の状況と、これまでの新型コロナウイルス感染症の影響と対応について分析を行った。
２． ２０２３年は年末にかけて売上けの増加に一服感が見られたものの、中小企業の業況判断ＤＩは高水準で推移している。

３． 事業者が直面している課題として、売上高力ｔ感染症による落ち込みから回復し、企業の人手不足が深刻化していることが挙

ｔｆられる。今後の展望として、就業者数の増加が見込めない中で、日本の国際競争力を維持するためには、省力化投資や単

価の引上げｔ通じて、 中小企業の生産性を向上させていくこと力期待される 。

（中小企業自書）

４． 成長する中小企業の行動を分析すると、企業の成長には、人への投資、設備投資、 Ｍ＆ Ａ、研究開発投資といった投資行
動が有効である。また、成長投資に伴う資金蘭選手段の検的も必要である。

（小規模企業白書）
５． 小規模事業者は、中小企業と比べ厳しい経営環境にある中で、コストを把握した通正なａ格の酸定や、題客ターゲットの明

確化に取り組むことで、売上高の増加につながることが期待できるほか、支援機関の活用も効果的である。また、新たな担い手

の参入も生産性向上の効果が期待できる。

ａ
第ｌ部 中小企業・小規模事業者の動向

第２部 （中小企業白書・小規模企業白書別分析）

環境変化に対応する中小企業

経営題日に立ち向かう小規換事業者

中小企業・小規模事業者を支える支援機関



中小企業・小規模事業者の動向

【テーマ①】令和６年能登半島地震と中小企業の ＢＣＰ策定の状況
【テーマ②】新型コロナウイルス感染症の影響と対応
【テーマ③】中小企業の業況と経営課題
【テーマ④】人手不足
【テーマ⑤】賃上げ
【テーマ⑥】省力化投資と生産性の向上
【テーマ⑦】海外需要と日本企業の決算状況
【テーマ⑧】価格転嫁
【テーマ⑨】事業承継
【テーマ⑩】経営改善・再生支援



【テーマ①】令和 ６

① ２０２４年１月に能登半島地震が発生し、広いｎにわたって建物や設備の損傷等の被書が多
数発生。被書の大きな能量半島６市町は、 ｍ以前か６配年●人口の口合が低い状況。

②災書への備えとして、 ＢＣＰの策定を行うことが重要。 ＢＣＰを策定する企業は增加傾向にある。
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【テーマ②一 ｌ】新型コロナウイルス感染症の影響と対応

① ２０２０年以降の新型コロナウイルス感染症の感集拡大に伴い、 政府は系ａ事態直言等による
実施。その影響を受ける事業書に対しては、事業のＭや

日用の維持に向けた系ａ的な支援策を実施し、失業率や倒産件数は比較的低い水準で推移。

②その後、各種措置の終了に伴い、倒産件数は増加に転じたものの、失業率は低水準力解。

図１事業継線・雇用維持に向けて、企業は ■図２足下の倒産件数は増加に転じたものの、
資金操り支援や結付金・補助金を利用 ■ 失業率は低水準で推移

感ｎに関するｍの和用ｎ （ ２０２３年ｌ ｌ～ ｌ２月時点）
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ｏ％ Iｏ％ ２ｎ ３0％ ｍｍ ６111, ｍ ８1Ｍ

資料： （株）南国データパンク「中小企業の観ｌ標Eとその解決に向ｉナた取組に関するｎ劃（２０２３年
ｌ l～ｌ２月）
（注） 「ｉｔｌ府系金融機関による実質無利子・無担保融資」及び「民間金Ｍ関による実質無利子 tiｌｌ担

保融資」について、「利用したことがある」と回答した企業の割合を集計したもの．「分からない・ｍい」と回

答ｌ：,た企業を除く． ５



【テーマ③】中小企業の集況と経営開

①２０２３年は、年末にかけて売上ｅ表の好転に一服感が見られたものの、中小企集の集況相新Ｄ：Iは
高Ｍで推移し、 経済の状況が全体として改善する基調が継続した。

②中小企業の経営課題の内訳を見ると、売上不振のほか、原材科高やＭ前い状現

1 M i ｌ



【テーマ④一 ｌ】人手不足

〇売上高解症の落ち込みから回復する中で、人手不是田化。

② これまでは、生産年IRe人口の減少を補う形で女性・高齢者の就業が進んできたが、足下は就業
者数の增加が頭打ちとなり、人材aｌＯtle●約に日ｌl。
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【テーマ④一 ２】雇用者一人当たり第ａ時間の減少と人手確保のための取組

第前入●のｉ国分解 （対２００７年同口比）
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０８／０４ １０／０４ １２／０４ １４／ｌ)4 １６／０４ １８／０４ ２０／04 ２２／０４

111;〇投入● ｌ線） ’lｌ用者一人当たり１１11●時間 Ｅ用者数 （年／月）

資料： 1’生労〇省「９月動労解能」、前省「労〇カｌl査（基本●計） ｊ
（注） １．ここでいうIll用者一人当たり労〇時同」は、總実労〇時間指数（n富産業計、就業形態

計、事部所１現lｌ要５人以上）のｉを用いている
２．労●投入●は、雄実労ｌｌｌ時間指数（２０２０年平均ａ lOe）にi用者数（原数値）を集ｌ：１て算出．
３．1;lｌ・船ｌ入●の変化率 （対２００７年同期比）を．総⊠〇時間⊠⊠イ⊠、 ｌl用者数の変化
率及限差項に要因分解しており、田差項を除いて表示している

人手⊠是していない企集の、その●国 (a数Ｅli、上位Ion日）

（ｎ-３１９）

０％ 1０％ ２０％ ３０％ 如％ ５０％ ６０％

資料： （株）常野一タパンク「企lｌにおける人材確保・人手不足の要困に関するアンケート」（２０２３
年５月ｌ２日～１６日）
（出所）経清設省「産業構造書離会程済産業n策新ｌl部会（第２０回） ii料５ 少子ｆヒ対

策に資する地域の包搜的成長についてＪ （２０２４年 ２月２０日）
（注） 1．本調置全体におけお効回答数は１,０３３社,人手が不足してし、ない企iiの「人手が不足し

てい机暖国」に対する回答を集計。
２．「人手が不足していない」と回答約つた346社のうち、中小企業３１９社分を集計．なお、ここでの中小
理とは、中小企ｌｌｌ基本法上の中小企集書ｉ指す．

３．ｍ回前ため、合計は必すしも1００％にならない． ８



【テーマ④一 ３】人材確保・育成

①人材の確保に向けては、経営戦略と一体化した人材戦略を策定した上で、]a場環境の整構に
取り組むことが重要。

②人材育成は、人材の定着や第ａ生産性の向上にもつながること力期待される。



【テーマ⑤一 ｌ】買上げ

①物価に見合った●金の引上ｌfｔ通じて、需●0性：大につなｔ⊠好循環を実現することが重要。

② 書Ｍの資上構 ・最Ｃ資金の改定章は通去最高水章 。一方で、人材確保の必要性や物価
動向を背景に、 ●上序〇願となる集ａの改管が島５れない申で、 １●上脱行う企Ｍ加 。

全fａt’ ２．０7% ３．５８％

３．２３％

・．ｌl

構●Ｍｉ推数・ ●金推数・
（２０２0年＝１００）
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【テーマ⑤一 ２】外国人労ａ者の増加と平均資金の比較

国１就業者に占める外国人割合の推移
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①人手不足への対応策として、採用等の人材確保に加えて省力化に向けた設備投資も必要であ
るが、規模の小さな企業ほど省力化投資が進んでおらず、省力化の；取組余地が大きい。

②また、省力化投資は人手不足程和だけでなく売上高增加にもつながることが期待される。

人手不足対応の取組の内訳（企開前）

売上高の変化率（中地、 省力化投資のｎ有無別）

１～ ・・ ・・ ⊠ ｌ・ 、・ ｌl １％’⊠ ｌ・

資料： （株）常国データパンクｌ中小企業の 程営課震とその解決に向けた取組に関する前i」
（２０２３年１ １～ １２月）
（注） １ 直近５年間におｌlる「人手不足対応を目的とした設備投資Ｊの実施有細を間いlｌ:もの,

２．売上高の変化率は、２０２２年と２０１７年を比較してii出したもの．全体の中央値は０．１％．

１２



【テーマ⑥一 ２】生産性

①日本の経済成長は海外と比べ見劣りする中で、今後はa●書数〇ｌｌｌ!;’・が本格化。

②国際的に見ても日本の生産性は低く、日本の国際競争力を維持するためには中小Ｍの生11
性の引上成がＭ。
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【テーマ⑥一 ３】 ．付加価値の向上に向けて ァ付；加’mi （売上生（基験ｘ数ＩＱ） 一量用） ＝生産性

①生産性向上に向けて、日本企業は低コスト化・数量確保の取組を続けてきた。この結果、売上高
や利益率 一方、中小企業は発注側の売上原 で低迷。

② 今後は低コスト化・ 数量増加以上に、 単ａの引上旅よる生ｉ性の向上も追求する必要力ｌある。

売ａ０売＿ｌ：原〇事（左国：：大企業、右Ｅ：申小企集）
（Iｔ円） （１11１円）

：

（左Ｅ：大ａ、右国：申小企集）

、111111◆



【テーマ⑦】海外需要と日本企業の決算状況

図１輸出額は增加、株価は史上最高水準 ｌ 図２大企業中心に好決算、企業は貯蓄超過

２０1３ ２０１５ ２０1７ ２０1９ ２０２1（111度）

（ｐｔ）

４,０００

３,５００

３．０００

:2．５００

２,０００

！,５００

1, ０００

Ｓec



２０２m月 ２０２３年９月 20２３年３月 ２０ｕ年９月
（ｎ－２０７２２） （ｎ 44 ０Ｓ９） （ｎ－２０．７ｎ） （ｎ－Ilｌ５９）

ｍ I ｎ －１１,１５Ｓ）

一Ｍ （ｎ－６．５５３）

ａｌｌｌｌ ,・ 国 ・,」

【テーマ⑧一 ｌ】価格転鐵

① 資上ｅ源資の確保に向けては、価格転嫁の促進が重要。価格交渉が可能な取引環境が藤成さ
れつつあるが、コスト增加分ｔ十分にｎで書てお５ず、 構率向上のた０のＭａ化が課口。

②十分な価格転嫁のためには、適切なａ精交ｉ！用●●。価格転嫁に関する協議の実施とともに、
商品・製品の原価構成を把握して交渉を進めることが有効。



【テーマ⑧一 ２】パートナーシップ：精築宣言と取引の実態

① パートナーシップ１構築宣言企業は非宣言企業と比べて、より多くの発注先と価格協aを行ってお
り、価格構にｔより高い水準で応t;;ている傾向にある。

②ただし、価格協議に十分に応じていない企業も一定数存在するため、：富言の実効性向上のため
の取組も重要。

直言に （ｎ-２１６） ３０．ｌ90

・

⊠一ａ・L ｆ言企ま （ｎ＝２１１）

０％１０％ ２０％ ３０％ ４０％ ＳO％ ６０％フ０％ ８０％ ９０％ １００％ ０％ 1０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ 1００％

：１金てｍ入先（発定能１ ’ａし1１１1０0%） 前ｍしｅＭ ｔ４０～！％１ 全て反以しｌ：（１００％１ あまり反lｌｌしなかったｌ４０・一１％）
多くal「ｉ入先 Ｃ;i波１１1１ とfatしたｌ９9＿;１％１ 全く器・１・１1１１1１’1１１；ｌ oｑも） ⊠⊠しI ｔ． （９９～８１％） 反⊠なか)た（０％１

部 ⊠入９1 （発注先）と一し It （Ｓ0－;ｌ％１ 一部反⊠し11 （８０－４１％１

⊠料： （株）東京商工リサーチ「令和５年度取引条件改11状況調査」（２０２３年1０～ｌl 月） 資料： （株）東京商工リサーチｒ令和５年度取引条件改It状況調査」（２０２３年１０～１１月）
（注） １・発注111１事集者２けアノケー．トを集計したもの （注） １発注解業書向けアンケートを前したもの

２,パート１：：：、’1;1ｊ構望能p公表⊠況について、 「公表している」を「直言企業」、「当面の公表予定な ２．パートナーシップ構築直言の公表状況について．ｒ公表している」をｒ直ｊ企業」、ｒ当面の公表予定な
し」を「非直言企業」として集計している１＿ し」をｒ非宣量企業」としてｊ計している,
３・⊠格協⊠状況1ｊ1 ついては、「取引を行 一Iｌl：入先（発注先）から理解を得られるような十分なｍ協議 ３価格反映状況については．コスト全般の変動に対する価格反映⊠況を集計したもの
の実lie状況」を集計した0〇 １７



【テーマ⑨】事業ｎ
① 足下では経営者年齢の分布が平準化しつつあるものの、 半数近くの中小Ｍでaa者が不在。

②一方、a義量tiｅ：決まつてい３中小企集においてｔ、

１t０～２’ ２Ｓ～2９ Ilｌ－,3’3Ｓ～３９ 0－l・ ４Ｓ－0 ＳO~Ｓ45Ｓ～１５９的一ｅ‘ 6Ｓ~09 1０＿ ｔｉ~nae～

資料： （株）ｌl国データパンク「企解方イル」再ｔ加エ ｌ－
（注） データの制約上、 「２０００年」については、２００1年１月●新時点のチータを利用し、ほかの系列につ

いてｌ海年１２月 更新時点ｍＭ新イルを簡している．

中小企業に３けるＭ者ｎ事の解 （年代別）

ｎ＝３１３

資料： （株）日本政策金融公１●総合開「中小企ｍに関するインターネット●重
（２０２３年ｌl）」
（注） １．同日ｉの有効国答数は４,４６辞, そのうち．事集承線の見通しについてｆｍ者は決まっ

ている （後ａ者本人ｔ１承結している）」と回答したｌ’後a者i決定企業 （i、二：３１３）」について集計,
２．複数回答のため、 合計は必ずしも１００％にな解い．

１８



【テーマ⑩】経営改書・再生支援

① 感染症の感染拡大以降、組営改書・再生支援の＝ーズが高まっている。

②金融機関の経営支援により、財務内容の改善 できる。経営改善・再生支援の

効果を高めるためには、 関係機関が一丸となって経営改善・再生支援に取り組むことが求められる。

1５％ ⊠ ｌiＳ％

資料： （株）常国データパンク「中小企業の経営限題とその解決に向‘１た取組に関するａ置」（２０２３
年l ｌ～１２月）
（注） １．金ｎ関からのｌｌ整支援a)ｌl無とは、直近３年間程度における経能援の利用状況を指す．

２ ．程常利益の変化率は２０２２年と:2０１７年社t較したものである, 1９



環境変化に対応する中小企業

【テーマ(ill】中小企業の成長

【テーマ（ａ】中小企業の成長投資
【テーマ（i3)】中小企業の成長投資のための資金調達
【テーマ（ｉｉ）】中小企業の成長に向けた Ｍ＆ Ａ



【テーマ⑪】中小企業の成長

①足下では、約９ ａの中小企業が投資行動に意欲的な経営方針を示している。 挑戦意欲のある
中小企業は、域内経済の牽引や外需獲得に貢献し、賃上げを可能にする持続的な利益を生み
出すような企業へ成長することが期待される 。 こうした投資行動に意欲的な企業は、 日本経済全
体の生産性向上の観点からもプラスの効果があるものと考えられる 。

②今は投資行動に積極的でない中小企業も一定数見られるが、刻々と変化する外部環境に対応
するためには、小さな取組でも行動していく姿勢が、経営にとっても良い効果を与えるものと考えら
れる。

中小企集の経営方ｉt （２０２３年）

１１．６％

ｍ
ｍ

（ n・１９,０２５）

２1



【テーマ⑩一 ｌ】中小企集の成長投資

①企業のａ最には、人への投資（人材育成の取組等）のほかにも、un投資、 Ｍ８ＬＡ、m⊠
発Ｍといった投資行動が有効である可能性がある。

②成長に向けては、必要な経営資源を確保し、 外部の市場Ｍにｔ日ｔ向けなが５、自社にとっ
て最通な成最Ｍをafitしていく戦略が求められる。

１１ 1

２０２１年度までの売上高の変化率を見たもの,

ｔ、「事ｎ受」、「吸收合例’」を実施した場合．及び「国内子会社」若ｌ：,くは「海外子会社」を１社以上買収した場合をいう．nは、「自社研究開発■Ｊ及び「委託研究開発ｌｌの合計aが０（調i⊠の単位はそれｉれ百万円）より大ｔし、場合t指す。
申小企ｍ湖一‘よる中’１、企業の定ａに数当するｍについて集計している．



【テーマ＠ － ２】設●解Ｍ＆ Ａ、研究開発、デジタル化に取り組ａ中’ｌ、企業が増加

（注） 1．「

1 ２０２１年度



い

ｎ＝２２０

外部株主からの支援の獲得

外部株主を意通した
ガパナンス強化

経営ビンヨン

実現のために
経営In略を具体化

ｍ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％

量料： （株）帝国データパンク「中小企業の1能標aとその解決に向けtｌ:取組に関する関査」ｌ２０２３年１１～１２月）
（注） １．工クイテイ・ファイナンスの活用状況について、「活用しlｌ:ことがある」と回答した企業にfiｌii．、たもの．

２．「その他」、「特になし」と回答した企業を含む合計に対する報合を集計,なお、「その他」、「特になし」は表示していない,
３．複数回答のため、合計は必ずしも１００％にならない,

会社の根本的な価値観,企業
や経営書・経a ｌ事・従業●が
取るべき行動の判新軸ないし
判断の提り所となるもの,

自社の目指す将来像fl
ｕ営理念に基一１’き、最期的に見て、
ど111１1ように社会に施を提供し、

ｍうに企ｉi価値を向上していくか,

程営ビンヨンの実現に至る道筋
●要な成果指標の設定やその通
成のために必要な期間をflまえた
腰計ａの策定を含む．

資料：中小企業庁「中小エクイティ・ファイナンス活用に向けたガパナンス・ガイダンス」
（２０２３年６月２２日） ２４

エクイティ・ファイナンスの活用により期特するメリット
ｉ資金ｔ■量手ａの側面

ガパナンス エクイティーファイナンス

【テーマ⑩】中小企業の成長投資のための資金調達

①成長投資のための資金調達手段として、エクイティ・ファイナンスは、定期的な,日選が不要であり、
成長に向けて組営・事業面の機々な支援を受けらｌれるといった効果がある 。

② ェクイティ・ファイナンスの活用に当たっては、ガパナンスの構築・強化を通じた組a的な経営の仕組
みを通切に導入することが求め５れる。



【テーマ⑭】中小企業の成長に向けたＭ＆Ａ

最Ｅ手数Ｈ〇分布 (aa別）

５２ ；６

111111 ＿
：（件）

ｌ ｉ ：’ｉ＿ ⊠ ｉ ,



経営課題に立ち向かう小規模事業者

【テーマ (i;） 】小規模事業者の経営課題
【テーマ（０】小規模事業者の売上げの確保
【テーマ（ｉｉ)】起業・創業による新たな担い手



【テーマ（ｉll】小規模事業者の経営課題

①小規模事業者は、中小企業と比べて売上不振の割合が高く、厳しい経営環境にある。

②特に小規模事業者は販路開拓や人手不足、資金操り等の経営課題を●視する傾向にあり、こ
れらの課題に対応しながら、売上ｔ先確保し事業を持続的に発展させていくことが重要。

組量上の日ｎ （企集1aa別、２０２３年１０－ｌ２月）

小企業



【テーマ⑱】小規模事業者の売上げ’の確保

①コストを把通した適正な個格の設定や、廠書ターゲット〇明確化を行った上で新規顧客の獲得
に取り組むことで、売上高の増加につながることが期待される。

ａ品・サービスの●位性のi構長ｌｌ央状況
（●々のａａ・サービスごとのコスト把■状況用）

ｎ－８1９）

ｌiE 十分に反ａａれｔｌ,’３ 十分-：度験ａれていない

資科： （株） 期家、商工リサーチ「中小企集の付加ifi〇向上に関するアンケート」
（注） １ .競合他社と比較した際の自社の主なa晶・サービスｍ （総合制面）について、「大きくn」又は１や’11,1・1１1：」と回答した企業に対して、 〇位性一格に十分反映されているか聞いたもの．

２ 同In劃t2０１９年１ １ ～ １ ２月にかけて． 限● ５名以上の中小企集を対象に実前＿もの．

２０２３年の年間第上高見通し
（口書ターゲットの第確化状開、２０1９年比）

1１’ｌにn加 ⊠n ・不き 111111’ ・ 大〇に⊠、

資料： EYストラテンー・アンド・コンサルティング（株）「小通使事業書の事業活動に関する国置」
（２０２３年１2月）
（注） １．２０１９年時点と上t較した、２０２３年の年間売上高の⊠通しを確認しlｌもの,

２．＝での「年間売上高」とは． １月から１２月に加１ての売上高の合計を指す．
３．「２０１９年略点で事業を開始してｌい１11い」と回答した事業者は除いている
４ ．こご111の「明確にでｅている」とは、題客ターグッ トの明整化の状況について、「十分明雅にで書ている」．
「ある程度明確にできている」と回答した事業者の合計を指す．ここでのｆ明確にlｌきてし、ない」とは、 態客
ターゲットの明確化の状況について、「どららともいえない」、「あまり明確にできていない」、 「明確にできてい
ない」とｌl搭した事業者の合計を指す。

５．販路開；５に向け⊠について、「取り組んでし⊠い」と回答した事業者は除いてし、る ２８



【テーマ＠】起業・Iａ業による新たな担い手

①創業にチャレンジしやすい環境の中で、 ｎ・ａ集により新しい事業fが生まれ、新たな担い手
が〇入することも重要である。

②こうした新たな担い手の参入は、

国１ 雑認業差少額化 ｌ 図２ 考議は器器書 ｌ 国３新規開業に占める構成比の変化

ｉ３ ｌ４ ｌ５ ｉ６ ｌ７ ｌ８ １９ ２０２1 ２２ ２３

■平均ａ 中央使 （年ａ

開： （株）日本政策金M公」ｌl総合商「２０２３年
度新通開集実態i設」
（注） 日本1１;藤金M公〇日民生活事業が２０２２年４月

から同年９月にかけて融資した企業的ら、融資時点で開

集１年以内の企業７,０３２社（不動産●能を除く）が
対象． （回収率２５．４％）

２０１２１111 ２０1７年 ２０２２ｅ

資料：総構省「構ｍ本ｎ資」
（注）ここでのｌ起業者」とは． ｌ自営業主」

及び「会社などの役●」のうち、今の事業を
白ら起こした書を指す,

につながる可能性ｌ：ｉtある。

新ａＭ●における集ａ別●成比の要化 （上位４ ●●、２０1４～ ２０２２年ａ

０．０ １．０ ２・０ ３・０ （％ｐｔ1

図４開業企業は存続企業と比較して第’ａｌ生産性が
高い簡向にある



日ｌ



①

②

支援機関の活用効果は高く、支援機関は地域の中小企業にとって重要な存在。

支援機関の活用が広がり、相談内容が高度化する中で、支援機関の人員不足や支援ノウハウ・
知見の不足が日在化。他の機関との連携も含め、支援開の強化が必要。



２０２４年版
中小企業白書・小規模企業自書

参考事例集

領６年５月

中小企新



参考事例集

【参考事例①】新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えた取組
【参考事例②】経営環境の変化に対応する取組
【参考事例③】事業承継と事業承継を支える取組
【参考事例④】省力化投資と人への投資の取組
【参考事例⑤】成長に向けた投資行動の取組
【参考事例⑥】売上げの確保と地域の経済・文化を支える取組
【参考事例⑦】支援機関の支援能力向上に向けた取組



,, 株式会社ホテル松本楼は、 同県中部の伊香保温泉で、
温泉旅館の経営を行う企業。 （資本金１,０００万円、従
業員数１ １ ８名）

» 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による休業期間中も、
從業日の解展や体ｎ・減結は一切行わず、 従業員向け

の多種多様な勉強会を実施し、 接客スキル向上に注力 。
⊠ 感染拡大以降に生じた需要変化に目を付け、事 liｌt再構

築補助金を活用して地域内初のハン店「伊香保ぺーヵ
リー」を立ち上げ、 題客ニーズに日した幅広い商品を展開
して集Iａを拡大。廃業ホテルを改修し、犬と宿泊できるホテ
ルも開業。

’ 全客室へのタブレット導入を行って個人向けサービスも強化
し、従業員の負担軽減・勤務環境改善だけでなく、．ｆ客演
足度向上やリビータ一增加に買献。

,, 事業の多角化が業續回復に寄与、現在ではIB売上高が
感染拡大前の水準まで回復、 最字転換を実現 。

松本光勇社長とおかみの由起氏 ーカｌ

【参考事例①】新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えた取組

構：,1．二ｉ： ＝二１：１：：＝：1１ １＝：：：１＝１＿：1１1⊠．◆ａll. 、’ l ｌ・＿Ｉ, 岐阜県信用保証協会は 約２万4 ０００者が利用する信
用保証協会。

, 「民間ゼロゼロ題資」の返済開始時期に向けて、２０２２年
２月に「ポストコロナサポート室」を新設。返済が始まる事
業着に対し、ｌfi間による経営支通に取り組んでいる。

, 同会は、「経営者に腹を割って話してもらえる環境を整え
る」ぺく金融機関との通携を●視。２０２４年２月までに約
１,６００者を訪間した。「オール協会体制」を掲げ、職員の
対話力や支援能力の向上に取り組みながら、同会の.ノウハ
ウを集約し、 事業者に寄り添った支援を行っている。

）, ⊠Ｅ⊠tゆるりんは、同市中心部の近臓で喫茶店等を営む事

業者。 （従業員数８名）
» 岐章集よろず支援提点の支通を受けながら、既存の来店

客の実態を調査し、現状を把握。４０～５０歳代の女性を
新たなターゲットとして明ｎに設定し、ターゲットを想定し
たメニューの拡売に取り組むとともに、 看板のデザイン変更

や食器の刷新等を行つ1:;二,た。» 一連の取組の結果、ターゲット属の取り込みに成功し、集
客力が向上 。 感染症の感染拡大以降で売上增加を違成
し、感染症の影響を乗り越えた。



【参考事例②】経営環境の変化に対応する取組

,, 有限会社黒潮重機興業は、建設用の重機や資材の連搬
サービスを専門に行う運送業の企業。 （資本金３,０００万
円、従業員数１ ８名）

» ２０２４年４月に運転手の時間外労働の上限規制の適用
により、人手不足が深刻化するとされる「２０２４年問題」へ
の対応を見据え、 独自の通行管理システム「 ＫＲＳＩ〇Ｎ
（クロシオン）」を開発・導入。全運転手力ｔタブレットを活

用し、ＧＰＳ（全地球測位システム）による現在地確認や
連行状況、搬送先の詳細情報の共有力ｎＪアルタイムで可能
に。

» 配車効率の向上、運転手の業務や管理業務を一元化、
発注の印応力を高めたことで、 大手願書からの更注增と
残集時間Ｍ演 ・人材採用・定●の強化を同時に実現。

» また、同システムを全国の同業他社向けに外販するため、
２０２４年にリリースを予定。

タブレットを使う連転手

；、１’／：１ｆｆ◆ １’１－「・’ ,二常：ｆ

,, 久保井塗装株式会社は、自動車部品、建築金物、航空

宇宙部品等の工業塗装を手掛ける企業。 （資本金
５ , ３ ００万円、 従業員数２０名）

, 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出抑制が求められる中、
環境ａ荷低減が競e力向上につながると考え、 ＩｏＴを活
用した高効率塗能術の開発・実用化に成功 。

, ２０３５年までの開素・房集物ゼロの実現を目標に、再
生可能工ネルキーへの転換や、 事業所内の工ネルキー消費
量を最小限に抑えるマネジメントシステム開発に取り組むな
ど、ビジネスモデルの変革を進めている。

；l ｌ：,－,１１ ｆ ’二：一 ⊠ ’- －, １１１ １－, １- ：, ◆1, １－ｙｆｌ

ｉ １ －・１・1 １ １： ⊠ ｆ ・ｔ １・ １：E ｌ；１, グランド印刷株式会社は、シルクスクリーン印刷技術を基
盤に、広告看板・サイン、壁紙などのデザイン・印刷を手控ト
ける企業。 （資本金１,２００万円、従業員数５５名）

lｌ・ 経営環境の変化を契機に、ビジネスモデルの変章を進め
るぺく ＤＸに９手。惰報の一元管理が可能となったことで、

業務効率改善が進むとともに、 ｎ書データのｉ積・分析を
通じて年間２ ～ ３件の新1現事Ｍ出 1常態化日ｔ。

» 自社開発の基幹システムを活用して各事業を統合・連携
する「連部多角化経営」を構 げ、 新Ia事業で富ａした順
売データを更なる新規事集につな げる好幅環を実現。



【参考事例③】事業承継と事業承継を支える取組

早期から支援機関に相設し、 Ｍ＆Ａを進めたことで、
地域の伝統を９ることができた企業

,,,, 株式会社山本味增醸造場は、味增製造を手掛ける企業

である。 （資本金９５０万円、従業員数１１名）
» 山本幹雄氏は、事業に従事する親族の高齢化や、後継

者不在の状況から、地域の伝統の味を今後も守っていくこ
とに不安を感じ、４７ａの時に事業承aを決意前。

» まず、上超商工会離所に相設し、第三者承継を進０、そ
の後、マッチングの可能性を広ｔｆるため、新潟県事業承継・
引継ぎ支援センターの勧めで、２０２２年４月にＭ＆Ａ総合
支援プラットフォーム「ＢＡＴＯＮＺ」へ登録。同年７月には株
式会社ＰＥＡＫＳの金崎努社長と独占交渉に入った。

» 地域に密着した事業継続にこだわりを持つ山本氏と、既存
事業の経営力確立された製造業者を求めていた金ｌ時社長
の意向が合致。登録してから約ｌ年後の２０２３年３月に
成約に至った 。・ 成約後は、両者それぞれが専門性を持って取り組める業務
分担とし、それｆれ力を発揮。今後は、新しい商,日,や販売
アプローチを取り入れつつ、 地域の伝続の組続を目指す。

» 長野テクトロングループは、主に入力装置の製造を手掛け
る長野テクトロン株式会社を中核とする企業グループ。
（資本金５ , ０００万円、 グルー一;fl十従業員数1４０名）

» ２０２３年９月現在で傘下のグループ企業は７社。今後も
積極的なＭ＆Ａにより、ニッチトップで独自のプロタクトを
持った企業クルー:fの形成を目指す。

, 同社は経営統合に当たって、 ｎ系にｌ方間して関係ｔ深め
つつ、買収先の組営方計を最大限〇重するという方針を
買く。また、買収先の経営改善では、グループ内の取引拡
大など、売上ｔ角高める支操を最優先に取り組んでいる。

１,・ 豊岡市は、市内企業の後継書不足による購aが增加す
る中、円滑な事業承継に向けて、より個別の事情に踏み
込んだ事業承継支援に取り組む自治体 。

’ 同市は但馬信用金庫とココホレンャパン株式会社との間で
三者間連携協定を締結、事業を「継いでほしい人」の情
報ｔＷｅｂサイト上にｎａし、「継きたい人」を全国から口
＊する「兵章Ｍ阿市組業バ：ン〇ク」を開設した。

» ２０２４年３月時点で４件の事集承継が実現。３者がそ
れそ：れの強みをいかし、きめ細かな支援を行っている。

４



【参考事例④】省力化投資と人への投資の取組

株式会社森清化工は、機械や配管で流体を密封するた
めに使用されるゴム製部品「 ０リング」を専業で製造する企
業。 （資本金５,０００万円、従業員数１５０名）

, 製造技術者を中心に人手不足限⊠化する中、製造現

場と販売管理の両面で積極的な設備投資を実施 。集務

のa事化・自動化を進めて生産性の向上を図るとともに、
動務形態の多構化や買上げを実施し、 人材確保に向け
て働きやすい職場環境づくりに取り組んできた。

, 同社では年間約２假個の０リングを生産し、品質保持の
ため全数検査において、ａ品検査工程の約６aをカバー
する自動検査装置を導入 。 品質の安定化による製品の付
加価値向上と同時に、 人手不足による生産制約を解消 。

, さらに、 ＥＤＩを活用した康売管理システムにも投資。納期
や製品在庫の管理、見積りや請求・納品書の作成といった
属人化しやすい細かな販売管理業務を簡素化・標準化し、
業務効率化・従業員への負荷軽減につなげている。

多品種の０リング

,, 株式会社九州電化は、めっき加工を手掛ける企業。 （資
本金１,０００万円、従業員数９５名）

, 同社の強みは「現代の名工」を２名輩出した高度な技術
力 。そのような高い技術力を構持・発展させていくために、
人材育成は同社において将来に向けた重要な命題。

» 基礎技術習得のために手動ラインを活用する「めつき道場」
での育成、国家資格「電気めっき技能士」の取得に向けた
独自のｅーラーニング実施などを行う。これらの取組が、 従業
員の技ｉ■ｉ力の向上とモチベーションアップにつながっている 。

,’, 二九精密機械工業株式会社は、工業製品のコア機構部
の開発と設計、製造を手i卦ける企業。 （資本金９,０００万
円、 従業員数２８３名）’ 「家庭が一番、仕事はその次！」という理念の下、職場環
境の整備を自社の大切な「人」への投資と捉え、 従業員が
「自分」を大切にできる職場づくりに取り組んだ。その結果、
事業拡大とともにこの１ ０年間でＭＲ数は約３倍に増加
過去３年間の新率定ａ率も約７６％と高水準を連成。

» 「事業の継続と発展には若手人材の操用と育成が重要で
ある」と、若手人材の成長を自社の成長にもつなげている。



【参考事例⑤】成長に向けた投資行動の取組

’ 磐栄ホールディングス株式会社は、物流事業を中核とした
企業グループの持ち株会社。 （資本金１,０００万円、グ
ループ計従業員数２ , ３ ００名）

» 同社は、東日本大震災による危機を契機に、事業規模の
拡大に乗り出した。２０１４年、金融機関の紹介で後継者
不在の連送会社を買収したことを皮切りに、 日集ａ（物
Ｍ） のＭ＆ Ａを積極的に進めるようになった。・ 同社は、●取直後か５、グループ企業の収支改書に取り
組むことを重視。まずは、グループ企集への組員の派通、
fiｌｌ接部門の統合などにより、 経営の効率化一合理化を図り、
酸● 一換点の共有 Iｔ’’属科・章面の共同購入によるコスト
ｍなどにより、早期の収支改善を実現してきた。・ ２０２３年度時点のグループ定業数は６３社に上る。グルー
プ規模の拡大によりグループ内で多構な人材ｔ発ａ、 各
人の組験や得意分野をいかしたグループ内構新的な人
事配●や新；ａ部aの立ち上げなども行い、成長を続ける。

グループ企業が保事ｌする物流ビル

11, 京西テクノス株式会社は、計測器・医療機器・通信機器
など電子機器サービス、ネットワーク設計、構築、 通用管理
等を手掛ける企業。 （資本金８,０００万円、従業員数
４２７名）

» 成長には二ツチ分野でＭ’ち技くことが●●と考え、自社の
業界を分析し、メーカー横断的な修理等のワンストップ対
応に活路を見いだした。成長に向けた長期経営構想の下、
人材育成、 Ｍ＆ Ａ、資金調達等に取り組んでいる。

» 成長の実續が更なる成長につながっており、新たな技行を
活用した省力化や、 Ｍ買ａの拡大にも取り組んでいる 。

１,, 株式会社大都は、 ＤＩＹ用工具等のＥＣプラットフォームを展
開する企業。 （資本金５,０００万円、 従業目数２７名）

,’, 同社は老舗工具問屋であったが、経営改善を図るぺく付加
価値の出しにくいａ売集から全ｌｌｌn退し、 ＥＣ康売に転換。

, スピード感を持って事Ｍ大を道０ていくため、 大細ｌな
買金a■通を検的。ガバナンスの構藥と事業計画の洗練を
進め、株式会社グロービス・キャピタル・パートナーズなどを引
受先とする、出資を受けるに至った。

lｌ, 調達資金を活用し、経當人材の確保とＥＣプラットフォーム
を構築。 ２０1７年に約３８ａ円だった売上高は、２０２２
年には約７ ｌ量円に增加、 飛躍的な成長を実現。



【参考事例⑥一 ｌ】売上げ’の確保と地域の経済・文化を支える取組

, ＬＥＡＴＨＥＲ ＷＯＲＫ ＭＡＫＥは、皮革製品の製造・販売を
行う事業者。 （従業員数３名）・ 受注が順調に入る一方で、利益は赤字であり、事業継続
に必要な連転資金が減少する状況にあった。

» Ｍよるず支通操点の支通を受けた際、原材料貴に利
益を乗せただけで、製品価格を設定しており、人件費や水
道・光熱費等の製造にかかる貴用を考慮していないことが
課題と判明 。

’ よろず支援拠点の助言を受け、製品を作る際にかかった時
間や貴用を製造工程ごとに計測し、 ａ晶の原価ｔ把通し
た上で、十分な利益を確保できるよう価格設定の見直しを
図った。また、そのｍil書に明示できるよう工夫した。・ 商品単価は上がったものの、その根拠を適切に示したことで、
顧客数への影響なく、 収益の改書を集たすことに成功した。

山域良太氏 ＬＥＡＴＨＥＲ ＷＯＲＫ ＭＡＫＥの皮章製品

・ せちばるストアーは、地元の生鮮食品や総菜を主力商品と
する食料品店を営む事業者。 （従業員数６名）

ｌ;, 佐世保市世知原町の中心部にあった食料品店の閉店を
受け、地域内に「買い物最民」が発生することを防ぐぺく、
同店に野菜を卸していた西山真子氏と、総菜を卸していた
山本照江氏が共同経営者として、 住世保市北部商工会
の支換を受け、立ち上げた。

1;, 地境に食科品店を存続させ、住民の買い物器要に応え
ることにつながっているほか、雇用創出、生産者の出荷先、
住民の寄り合い所として地域を支える存在となっている 。

,,, 株式会社京屋染物店は、 １９１８年創業、祭り関連製品を
取り扱う企業。 （資本金５００万円、従業員構員数１３名）

, 半組（はんてん）や浴衣などの集り商ａが主な収入環で
あり売上ｔｆｉの●B変Iｔが大書いとい：yaaを抱えていた。

» そこで、同社の蜂谷悠介社長は伝統技⊠をいかし、フラン
スの靴ブランド「コーランクール」やアウトドアメーカーの「スノー
ピーク」など、 ｍ業とのコラポによる新商品開発を実現。

,, 取組の結果、蜂谷社長就任時（２０１０年）と比較し、売
上高は３借に増加。今後も、 伝統文化の発信と、更なる
事集発展ｔ目指して取り組む方針である 。



【参考事例⑥一 ２】地域の経済・文化を支える取組

株式会社啓林堂書店は、「啓林堂書店」を中心として、奈
良県内に５店舗の書店を運営する企業。

» １９７４年の創業以来、同社は地ｌ或に根ざした書店として、
文化拠点の役割を担ってきた。しかし、デジタル化が進展し
ていく中で、 ３代目の林田奉一社長は「本を買う場所」に
とどまらない●店の在り方が今後求められるようになると考
え、 ２ ０２ ２年には事業再構築補助金等を活用しながら新
規事業に取り組むなど、新たな書店の姿を模索し始めた。

’ ２０２３年１ ２月、同社は「何にもとらわれず読書を純粋に楽
しめる空間」として、 既存店舗を改装しカフェ等を解酸した
「●院」を開業 。 落ちａいた環境で本を観むことそのもの
を心静かに業しむ時間を提供している。

» 書店力１111欠々と閉店する現状に対し、今後も本を中心に据
えた新しい形をつくり、書店の未来に少しでも明るい兆しを
感じられるよう取り組んでいく。

－ ◆ ． ｆ. ・； 一 一 ｉ , １ 二．◆’「’, ｉ

有限会社いろは書店は、同市で唯一、 一般書を扱う「いろ

は書店」を運営する企業である。
,, １９４９年の創業以来、地域密着型の書店として、同市の

文化提点としての機能を果たしてきた。
⊠ ２０２４年１月、能登半島地nの被書を受け、「い；ｌｌ）は書

店」店舗の１階部分が倒壊した。約１万冊の書籍が下敷
きとなり、営業ができないlｌ犬態に陥った。

,, しかし、教科●が必要な時期に営業を再開しなけれはな
らないとの使命感から、知人のテナントを借りて同年３月
下句には教科書順売にｌ設つて営業を再開 。 教科書以外
も含めた「本屋」としては、同年４月の再開を目指した上で、
２０２ ５年夏頃までの本格復旧を目指す考えだ。
（２０２４年３月２９日時点）



【参考事例⑦】支援機関の支援能力向上に向けた取組

・ ’’１ ：；－・一 ．ｌ： ．1.； ：１’ １．；；．l １ １－．＿： 1 、一’,、’１, liｆt二；．l1１1
一－．、．．ｌ＿．：,二 :,二’⊠ .、：１・ .⊠１：二 ｉ,・・一＝1.：１．－. 、ａ l一二１．：：ｉ i＿’ ．・⊠１．,,１◆１,1

一般社団法人埼玉県商工会議所連合会は、埼玉県内

の事業者に対する経営面の支援活動を行う商工会議所
の広域機関として、 県内の広域課題や各商工団体が抱え

る困難案件の解決と職員の育成を実施している。
,・, 同会は、所属の広域指導員を中心として 、⊠内の商工

会a所を時<：構Ei的なコーディネートに取り組んでいること
が特長。現場の商工会議所による支援先訪問に、同会の
広域指導員ｔ同行するなど、実務を通じたノウハウの共
有等が、 地域全体の支援能力の向上につながっている 。

,, 石川方部商工会広域連携ｔfa議会は、福島県石川郡の
五つの商工会で構成されている 。

» 同会の藤田達夫主任広域経営指導員は、事業者からの
相談内容が多様化する中、 組織としての支援能力の底上
げや支援体制の強化が必要と考えていた 。

» ２０２０年には、経営指導員の業務を精助する経営支援員
を対象とした研修を実施。 事業者の課題の把握につながる
「対話と傾聴」や持続化補助金の相談・申請業務に関する
スキル等を学んでもらったことで、 経営支援員の能力向上が
図られた他、経営指導日がより高度な支換に集中できる
ようになった。

, また、外部の専門家とのネットワーク構築にも注力。専門
家と協議会の職員がチームを組み、 事業者の課題解決に
つなげた案件も出ており、同会の事集書に対して必要な支
援を円精に届けられる体1Hｌを整えている 。

研修会の様子

１１１１ｆ－’、’／ ．． －１ 一一 －ｆ - ’’ｉ－二ｔ
：二Iｔ,－,・＿ｆ ｉ ；Ｉ,, . ；１’－ １・１；：ｉll・,１,．ｉ,：

ｌ , ａ－ 一 一 － 、

,, 土浦商工会議所は、経昌相談を始め、講習会や各種イ
ベントなど、地域経済の発展に取り組む支援機関。

» 一定以上の規ａの企業支援への.ノウハウが乏しいという
課題に対し、 ２０２２年に関東経済産業局が開始した
「OＪＴ事業」を活用 。経営指導員らは課題設定型支援の
手法を実践的に学んだ。

, 事業終了後には、関東経済産業局、茨城県よろず支援

拠点を巻き込み、課題設定型支援の手法を学ぶグループ
ワークを取り入れた集内経営指導員ＭカリキュラムをＭ
新、更なる支理能力の向上に取り組んでいる。

９


